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低層住宅地

中規模の一般住宅の
多い区画整然とした
住宅地域
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高度(１種)
地区計画等

新型コロナ感染収束の遅れ及びウクライナ危機による見通し不透
明により、個人消費や企業収益が悪化し、早期の景気回復は見込
めない。

コロナ禍による需要低迷による下落圧力はあったが、成熟した住
宅地であり住環境は良好であることから、価格は若干の上昇傾向
にある。

特にない。

対象地の所在する近隣地域は自用の住宅地としての利用が中心であることから、自用の住宅地を求める需要者の意見が反映
されている比準価格が相対的信頼性に優る。収益価格は自用の住宅地が中心の近隣地域において元本価格に見合う賃料水準
を収受しえないことから、比準価格と比較すると低位に試算されたものと思料される。よって比準価格を重視し、収益価格
を比較考量し、標準地及び指定基準地との検討をふまえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

モノレール駅から徒歩圏内の戸建住宅や一部低層アパートも見られる住宅地域であり、今後も良好な住環境を維持するもの
と予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況
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(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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④地域的特性
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(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

222,000 円／㎡

68,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

208,000 円／㎡
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前年指定基準地の価格

192,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的
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倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 3日令和 4年 7月 1日

36,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 222,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

175,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は多摩都市モノレール沿線の日野市内に存する住宅地である。需要者は日野市及び周辺市域に居住する３０～４
０歳代前半の一次取得者が大半である。地価は今後はコロナ収束の遅れやウクライナ危機による景気不透明感等のリスク要
因はあるが、緩やかな景気回復基調のなかで、横ばい若しくは若干の上昇傾向を維持するものと思われる。市場の中心価格
帯は土地については２５００～３０００万円前後、新築戸建住宅は４０００～４５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

日野（都） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

日野（都） －

基準地番号 提出先

9 東京都

所属分科会名

多摩第５分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社鴻池組

藤川　健一


